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富山県企業局経営戦略 [総 論] 
 

第１章 富山県企業局のあゆみと経営戦略 

１ 富山県企業局のあゆみ 

○ 富山県企業局は、常願寺川水系での電気事業への着手を契機に、大正９(1920)年６

月に「富山県電気局」として発足し、令和８年度で創設 106年を迎えました。 

○ また、富山県では新産業都市建設計画の一環として、昭和 39(1964)年に和田川総合

開発事業に着手し、水道・工業用水道の開発を進めました。昭和 41(1966)年からは電

気局が事業を引き継ぎ、昭和 43(1968)年に和田川水道用水の供給を開始しました。こ

れ以降、広域的な浄水施設の建設を進め、水道用水供給事業及び工業用水道事業を経

営しています。これらの事業が本格化したことを受け、昭和 45(1970)年に「電気局」

から「企業局」へ組織を改編しました。 

○ 現在では、電気事業、水道用水供給事業、工業用水道事業及び地域開発事業（駐車

場運営）の４事業の経営を通し、県民の安全・安心で快適な暮らしを支え、産業の振

興に貢献しています。 

 

【各事業の役割】 

（電気事業） 豊富な水資源等を活かして生み出した再生可能エネルギーを、電力会社を

介して県内の家庭や事業所へ供給し、県民の暮らしの向上と産業の振興に

寄与しています。 

（水道事業） きれいな水、おいしい水を安定的に県内４市（高岡市、射水市、氷見市、

小矢部市）に供給し、県民の快適で安全・安心な暮らしを支えています。 

（工業用水道事業） 県内企業（富山市、高岡市、射水市、砺波市）へ良質な工業用水を

安定供給し、優良な事業活動の基盤づくりに寄与しています。 

（地域開発事業） 市街地での駐車場経営を通し、まちの賑わいづくりに貢献しています。 

 

２ 経営戦略の策定等 

○  企業局では、平成 24(2012)年３月に「富山県企業局経営計画」を策定し、健全経

営の確保と質の高いサービスの提供に努めるとともに、施設の廃止や指定管理者制

度の導入等による事業の見直しを行いました。 

○ 地方公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、総務省通知※で要請された、中

長期的な経営の基本計画として、平成 29(2017)年３月に「富山県企業局経営戦略（H29

～R8）」を策定、令和４(2022)年７月には中間改定を行いました。 
 ※ 平成 26年 8月 29 日付け総財公第 107 号「公営企業の経営に当たっての留意事項について」ほか 

 

○  その後、人口減少がさらに加速し、物価高騰や自然災害の頻発化・激甚化、電力シ

ステム改革※の進展、施設の老朽化に伴う更新需要の増大など、経営環境が一層大き

く変化する中、持続可能な経営を目指すため、令和８(2026)年８月、新たな「富山県

企業局経営戦略（R8～17）」を策定しました。 
※ 電力の安定供給、電気料金の抑制、需要家の選択肢拡大を目的として、電力小売の全面自由化、送配電部門

の中立化、電力市場の整備などを進める国の制度改革。発電事業者には、売電先・売電方法の多様化や市場価

格変動への対応が求められる。 
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第２章 新たな経営戦略について 

１ 計画の位置付け 

○ 企業局が将来にわたって県民へのサービスを安定的に供給していくための今後の経

営方針 

 

２ 計画期間 

○ 令和８年度から令和 17年度までの 10年間 

※ 経営環境の変化が著しいことから、前戦略が満了する前に前倒しで策定 

 

３ 経営戦略の構成 

○ 「総論」と、「電気事業」、「水道事業」、「工業用水道事業」、「地域開発事業」ごとの

４つの各事業編、計５編で構成しています。 

○ また、各事業編は、「現状と課題」、「基本経営目標」、「具体的な取組み」、「投資・財

政計画（収支計画）」の４章で構成しています。 

 

４ 経営環境の主な変化  

(1) 人口減少と少子高齢化 

○ 本県の人口は、平成 10（1998）年の 112.6 万人をピークに減少に転じ、令和６

（2024）年４月、76年ぶりに 100万人を下回りました。国立社会保障・人口問題研

究所の推計によると、人口減少は一層進み、令和 17（2035）年には 89.8万人となる

見込みで、高齢化率は 35％を超えると予想されています。 

 

 
 

 

(2) 物価高騰 

○ 国際情勢（ウクライナ情勢による供給制約、円安の輸入価格への影響等）や、国

内情勢（コロナ禍後の需要回復、人口減少等）が相まって、資材価格、輸送費、エ

ネルギー価格、労務費等が急騰した結果、建設工事費をはじめ、様々な商品・サー

ビスの価格が高騰しています。 
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(3) 自然災害の頻発化・激甚化 

○ 局地的大雨、豪雪、猛暑、渇水をはじめ、自然災害が頻発化・激甚化しており、

発電量や給水量、水質への影響が懸念されるほか、施設の耐震化や耐久性の向上、

危機管理体制の強化が求められています。 
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(4) 電力システム改革の進展、国のエネルギー政策の見直し 

○ 政府主導で電力システム改革が進む中、複雑化する制度への対応が必要となって

います。また、令和 22（2040）年度において、国全体の発電電力量に占める「再生

可能エネルギー」の割合は、約４～５割の見通しとされ、再生可能エネルギーの重

要性が一層高まっています。 

 

 

 

 

 
 



総論 7 

(5) 脱炭素化（カーボンニュートラル）の要請 

○ 「富山県カーボンニュートラル戦略」では、温室効果ガス排出量目標を「2030

年度において 53％削減（2013年度比）」と掲げており、脱炭素化の推進に一層取り

組む必要があります。 
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５ 策定のポイント 

① 「バックキャスティング方式」の採用 

県の新総合計画（令和７年 12月策定）の手順に合わせ、「10年後の目指す姿」から

逆算して実現に必要な取組みを考える「バックキャスティング方式」を採用しました。 

 

② 「顧客目線（県民目線）」での再定義 

 県の新総合計画の趣旨を踏まえ、全事業を「顧客目線（県民目線）」で捉え直し、「持

続可能な経営方針」の確立を目指しました。 

【顧客目線で捉える「10年後の目指す姿」】（第１回検討委員会資料より） 

 

 

 

③ 「新たな課題」への取組み 

人口減少や物価高騰など、経営戦略策定の前提となる社会経済情勢の変化を的確に

捉え、各事業の取組みに反映しました。 
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④ 経営戦略の「実行力」の強化 

より実効性のある経営戦略の策定を目指し、従来の戦略を一層具体化しました。ま

た、業務効率化やコスト削減の鍵となる DXの推進については、課題を細分化した上で、

手順を整理し、全体像と進め方を可視化しました。 

【DXの推進に向けたステップ】（第２回検討委員会資料より） 

  

 

⑤ 「物価上昇率」を反映した「投資・財政計画」の策定 

電気事業における新たな売電手法の導入や、工業用水道事業の老朽化・機能維持対

策などを踏まえ、「投資・財政計画（今後 10年間の収支見通し）」を策定しました。試

算では「物価上昇率」を新たに設定し、より精緻な収支見通しを示しました。 

【「投資・財政計画」における物価上昇率】（第２回検討委員会資料より） 

 
  ※設定率は、中間見直し時（５年後）に改定予定 
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６ 経営方針 

（1）企業局の経営方針 

 

 

 

 

○ 企業局は、水力発電を設立の起源とし、後に「水道」「工業用水」の事業を新たに実

施するなど、富山県の強みである「豊かな水」を活かして生み出した「再生可能エネ

ルギー」や「きれいな水」を提供し、県民の生活や本県の産業を支えています。 

○ 人口減少や自然災害の頻発化など、富山県を取り巻く環境が変化する中、｢数｣や｢量｣

を重視した従来型の発展モデルは転換期を迎えていますが、電気、水道、工業用水の

インフラは、引き続き生活や産業には欠かせないものです。 

○ こうした中、企業局は、これまで以上に県民の暮らしに寄り添って、変化する経営

環境に的確に対応し、DX、GX等を推進して事業の質や持続性を高め、公営企業として

の役割を果たしていく必要があります。 

○ また、こうした役割について、積極的に県民に発信するとともに、地域への貢献に

も努めて、企業価値を高めながら、県民の理解のもと、職員が主体性を持って事業に

取り組める組織づくりを進める必要があります。 

○ 今後も、企業局は、「再生可能エネルギー」や「きれいな水」を安定的かつ安全に提

供するインフラの維持・向上を使命とし、富山県で暮らす人、働く人の「ウェルビー

イング※」の向上に貢献してまいります。 
※ 心も身体も社会的にも満たされた状態、実感としての幸せ 

 

（2）各事業の基本方針 

(1)の経営方針を、各事業に展開していくために、各事業の特性や今後の展望などを次

の２つの視点で再認識し、各事業の「10年後の目指す姿（基本方針）」を定めました。 

① 「顧客目線（県民目線）」で企業価値の向上に向け、誰のため、何のために仕事をす

るのか、公営企業の役割を再認識 

② 「持続可能な経営方針」を策定すべく各事業の方向性を定め、何に取り組んでいくの

かを明確化 

 

【10年後の目指す姿】  

（電気事業） 「再生可能エネルギーの安定供給と導入拡大」により、「暮らしの向上と産

業の振興」に貢献している。 
 

（水道事業） 「安全・安心な水道用水の安定供給」により、「快適で安全・安心な暮らし」

に貢献している。 
 
（工業用水道事業） 「強靭で安定的な工業用水の供給」により、「優良な事業活動の基盤

づくり」に貢献している。 
 
（地域開発事業） 駐車場の「利便性の向上」により、「まちの賑わいづくり」に貢献して

いる。 

「県民の暮らしと共に」を念頭に、経営環境の変化に的確に対応して、事業や組織

の変革等に努めながら、富山県の豊かな水を活かした生活・産業を支えるインフラ

の維持・向上を図ることにより、県民のウェルビーイング向上に貢献します。 
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第３章 経営戦略の推進（進捗管理） 

○ 経営戦略を着実に推進するため、数値目標を設定し、PDCAサイクルにより、計画の

進捗状況を管理します。 
 
○ 目標の達成状況については、各事業の決算状況や事業実績をもとに、毎年、分析・

評価・公表し、次年度以降の取組みに反映していきます。 
 
○ なお、社会経済情勢の変化等に応じて、５年ごとを目途に必要な見直しを行います。 

 

【SDGsと企業局の取組みの関係】 

 経営戦略の取組みを通じて SDGsに掲げるゴールの達成に貢献します。 

 

    （各事業共通）       （電気事業）  （水道・工水事業） 

          
      

 



 

 

 

 

 

 

 


